
保険料率改定を検討しています
2014 年度、すでに予算を組めない状況が予想されています

ご存じのように、IBM 健保組合の財政状況については、たびたび My Health の誌上においてもお知らせし
てきました。特に最近では、2012 年度決算において保険料率を改定したにもかかわらず経常赤字となった
ことをご報告、また 2013 年度予算についても準備金等から大幅に繰り入れることにより予算編成が可能
となったことをお伝えしてきました。今後、2014 年度の予算編成にあたり、収支の見通しと必要な措置に
ついて検討していかなければなりません。そこで、現在の段階で判明している状況についてお知らせします。
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、
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齢
者
医
療
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さ
れ
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２
０
０
８
年
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収
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。
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０
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、
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か
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納
付
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高

齢
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医
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納
付
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ゆ
る
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。

　
義
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０
１
３
年
度
の
２
・
３
１
％
か
ら
２
０
１
４

健 

康 

保 

険

２
０
１
３
年
度
に
必
要
な
保
険
料
率
は

す
で
に
現
行
料
率
を
上
回
る

２
０
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よ
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グラフ①　健康保険料率の推移

グラフ②　義務的経費の増加率の推移

→2～3ページも
　ご覧ください

全面
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０
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※ 2013 年度は予算ペース

※ 2013 年度は予算ペース、2014 年度以降は推計

も
現
行
料
率
で
は
必
要
な
経
費
を
賄
え
な
い
こ

と
を
意
味
し
て
い
ま
す
。
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グ
ラ
フ
③
は
、
現
行
料
率
を
維
持
し
た
場
合
の
収
支
予
測
を
示
し
て
い

ま
す
。
収
入
の
不
足
分
を
賄
う
た
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に
必
要
な
別
途
積
立
金
・
繰
越
金
は
、

２
０
１
４
年
度
に
は
す
で
に
マ
イ
ナ
ス
14
億
円
余
と
な
り
、
予
算
編
成
が
困

難
と
な
る
た
め
、
こ
の
年
度
か
ら
保
険
料
率
の
改
定
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

さ
ら
に
そ
の
後
の
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を
み
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、
現
行
料
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は
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０
１
８
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別
途
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・
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越
金
が
マ
イ
ナ
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１
６
０
億
円
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す
る
た
め
、

保
険
料
率
を
大
幅
に
改
定
し
な
い
と
、
当
面
の
収
支
均
衡
を
図
る
こ
と
も
難

し
い
状
況
と
い
え
ま
す
。
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行
料
率
で
の
予
算
編
成
に
必
要
な
積
立
金
等
は

２
０
１
４
年
度
に
は
マ
イ
ナ
ス
に

　
介
護
保
険
は
市
町
村
（
東
京
特
別
区
を
含
む
）
が
運
営
し

て
い
ま
す
が
、介
護
保
険
の
第
2
号
被
保
険
者（
40
歳
～
64
歳
）

の
保
険
料
徴
収
は
健
保
組
合
な
ど
が
行
い
、
介
護
納
付
金
と

し
て
納
め
て
い
ま
す
（
図
）。
納
付
金
の
額
は
国
か
ら
各
健
保

組
合
等
に
割
り
当
て
ら
れ
、
そ
れ
に
必
要
な
保
険
料
率
を
設

定
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
少
子
高
齢
化
に
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増
大
す
る
介
護
納
付
金
を
賄
う
に
は

保
険
料
率
改
定
が
必
要
に

図　介護保険制度のしくみ（概略）※費用負担の割合は 2012 ～ 2014 年度

グラフ③　現行の健康保険料率での収支予測

グラフ⑤　現行の介護保険料率での収支予測

※ 2013 年度は予算ペース、2014 年度以降は推計

※ 2013 年度は予算ペース、2014 年度以降は推計
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グラフ④　介護給付の推移
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い
介
護
費
用
は
年
々
増
大
、そ
れ
に
対
す
る
給
付（
グ
ラ
フ
④
）

を
賄
う
た
め
の
介
護
納
付
金
も
増
え
て
い
る
た
め
、
そ
の
水

準
に
見
合
っ
た
保
険
料
率
の
設
定
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

　
グ
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フ
⑤
の
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に
、
Ｉ
Ｂ
Ｍ
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保
組
合
で
は
今
ま
で
準

備
金
を
繰
り
入
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
保
険
料
収
入
の
不
足
分

を
賄
い
、
現
行
料
率
（
9
／
１
０
０
０
）
を
維
持
し
て
き
ま

し
た
が
、
２
０
１
５
年
度
に
は
そ
の
準
備
金
が
マ
イ
ナ
ス
と

な
る
見
通
し
で
す
。
さ
ら
に
、
２
０
１
６
年
度
以
降
も
毎
年

大
幅
な
準
備
金
不
足
が
見
込
ま
れ
る
た
め
、
２
０
１
４
年
度

に
は
改
定
し
て
お
い
た
ほ
う
が
よ
い
と
い
え
ま
す
。
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